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(様式②－3）

［ 局 課]

2 款 3 項 2 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営 ○
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

【 事業の目的・必要性】

【令和２年度実施内容と期待される効果】
基本構想（令和元年度策定見込み）に基づき要件定義を行う。

【 実績の推移・今後見込み 】

【 事業費の内訳 】

基本構想策定完了による減
要件定義実施による増

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】
平成８年度　現行人事給与システム運用開始

【 根拠法令 】

地方自治法、地方公務員法、マイナンバー法、所得税法、一般職職員の給与に関する条例、その他規則要綱等委任事項等

【 根拠となるデータ等 】

内部管理事業のため、定量的なデータ等による評価になじまない。

（ 局 － ）

【審査の考え方】
　要求どおり。

Ｈ30年度実績 R元年度見込 R2年度見込 R3年度～
0

内部検討 基本構想策定
システム化範囲の整

理等、要件定義

１月 ２月

28,000 0 28,000
基本構想 0 28,000 △ 28,000
要件定義

５月 ６月 ７月 ８月 ３月９月 10月 11月 12月

庁内の複数の部署で行っている給与支給事務等の集約化・標準化・効率化・ペーパーレス化を進めるために、人事給与関連
システムの更改を行い、内部管理業務の効率化を図る。

事業費（千円）
要件定義（継

続）、

説明R2年度

28,000 28,000

事業内容

要件定義

合　　　　計 28,000 28,000

作業項目 ４月

R元年度 増減

0

システム化範囲の整理等

令 和 ２ 年 度 課 題 検 討 事 業 要 求 書 兼 審 査 書
総務 労務

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

2-3-2
3

政策番号 主な施策番号

令和元年度
事業評価書

番号

内部管理業務の効率化
(人事給与関連システムの更改)

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

（要　求） (28,000) (28,000)
審　査 28,000 28,000

0
前年度 28,000 28,000
増△減 0 0 0 0 0 0

0

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0

予
算

0 0 5,000
0

総務

5,000
決
算

0 0 0
0 0
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